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28 

 

１ 計画の位置づけ 

（１）市町村地域福祉計画 

本市は、「宮崎市福祉のまちづくり条例」第６条に基づき地域福祉計画を策定しています。

宮崎市地域福祉計画は、社会福祉法第 107条第１項に基づき市町村に策定が求められている

「地域福祉計画」として位置づけられます。 

また、本市における福祉施策の総合的な推進を目的とし、「成年後見制度利用促進基本計

画」及び「再犯防止推進計画」を一体的に策定し、その内容を含めるものとします。 

 

市町村 

地域福祉計画 

地域福祉計画は、地域福祉推進の主体である地域住民等の参加を得て、地域生

活における課題を明らかにするとともに、その解決に必要となる施策の内容や

量、体制等について、庁内関係部局はもとより、多様な関係機関や専門職も含め

て協議のうえ、目標を設定し、計画的に整備していくことを内容とするものです。 

成年後見制度 

利用促進基本計画 

様々な理由により判断能力が十分でない人の権利を守るために、成年後見制

度の利用の促進に関する法律第１４条第１項に基づき市町村が定める、成年後

見制度の利用促進に関する取組を定めた計画です。 

再犯防止 

推進計画 

犯罪をした者等が、地域での生活において課題を抱え、再び罪を犯すことのな

いよう、また、地域社会で孤立することなく必要な支援を受けることができるよ

う、再犯の防止等の推進に関する法律第８条第１項に基づき市町村が定める、再

犯防止の推進等に関する取組を定めた計画です。 

 

宮崎市福祉のまちづくり条例（抜粋） 

（市の責務） 

第６条 市は、福祉のまちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に実施しなければならない。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

 

社会福祉法（抜粋） 

（市町村地域福祉計画） 

第１０７条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計

画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

（１）地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取

り組むべき事項 

（２）地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

（３）地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

（４）地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

（５）地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、地域住

民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価を行う

よう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更するものとす

る。 

 

（２）策定の流れ 

本計画は、市民アンケート、関係者アンケート等により、市民の皆様の意見を反映した計

画案をもとに、検討会議（地域関係者、福祉関係者、公募委員等）や策定委員会（学識者、

地域関係者、福祉関係者、公募委員等）の各段階においてご意見をいただきながら、策定を

進めてきました。 
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（３）他計画との関連性 

本計画は、宮崎市総合計画を最上位計画とし、本市の各福祉分野が共通して取り組むべき

事項を記載した福祉分野の上位計画として位置づけられます。また、「都市計画マスタープ

ラン」「健康みやざき市民プラン」等の関連計画と連携を図りながら、本市の福祉のまちづ

くりを総合的に推進することで、すべての市民が幸せを実感できる地域共生社会の実現を目

指すものです。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

２ 計画の期間 

本計画は、2026年度から 2030年度までの５年間とします。社会情勢の変化や上位計画で

ある宮崎市総合計画、その他の関連計画との整合性、連携を図り、必要に応じて見直しを行

います。また、目標値は、次期計画へ取組結果を反映できるよう、2029年度に設定します。 
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３ 基本理念 

第四次地域福祉計画では、基本理念を「ともに支え合い、安心して暮らせる福祉のまちづ

くり」に定め、地域共生社会の実現に向けて取り組んできました。その取組の点検・評価を

第２章「３ 今後の視点と取組の方向性」において行いました。 

地域福祉のさらなる推進に向けて、本計画においては、第四次地域福祉計画の基礎的な部

分を継承しながらも、基本理念を「みんながつながり支え合い、ともに生きるあたたかいま

ち」とし、地域共生社会の実現に向けて、取組を深化させていきます。 

 

第五次宮崎市地域福祉計画 基本理念 

 

みんながつながり支え合い、 

ともに生きるあたたかいまち 
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第３章 計画の基本的な考え方 

４ 基本目標 

基本理念の推進に向けて、次の３つの基本目標を設定し、施策や取組の方針の体系化、連

動的な施策の展開を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標 1 つながり支え合う人・地域づくり 

地域共生社会の実現には、市民一人ひとりが地域福祉を身近なことと捉え、支え合う意識

を持つことが第一歩であり、自ら福祉活動に取り組むことが重要です。福祉に関する意識醸

成や学習支援、地域活動への参加促進などを通じて、誰もが自分にできることを考え行動で

きるよう支援し、つながり支え合う人・地域づくりに向けた施策を展開します。 

基本目標２ 安心して暮らせるまちづくり 

自立した安全で快適な自分らしい暮らしを送るための支援や制度は、地域福祉の基盤とな

ります。福祉サービスの充実、災害時の避難行動要支援者への対応や地域防災力の強化、権

利擁護の推進など、誰もが安心して暮らすことができるまちづくりに向けた施策を展開しま

す。 

基本目標３ 福祉の困り事を解決するしくみづくり 

困り事が複雑化・複合化するなか、一人ひとりの抱える課題に寄り添い、継続的に支援し

ていく体制づくりや、多職種連携ネットワーク、重層的セーフティネットを構築し、誰もが

住み慣れた地域でいきいきと暮らせるよう、困り事の解決に向けた施策を展開します。 
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５ リーディングプロジェクト（先導的な取組） 

本計画の推進にあたっては、第四次地域福祉計画の取組状況や市民アンケート等から把握

した課題、福祉ニーズへの対応を進めるため、「リーディングプロジェクト」を位置づけ、

重点的な取組を行います。 

リーディングプロジェクトは、これまでの取組や基盤を活かし、他の施策と連携しながら、

本計画を牽引し、本市の地域福祉を先導する代表的な事業となります。本計画では、次の３

つをリーディングプロジェクトとして設定し、目標値を定め、達成状況の把握・評価を行い

ます。 

 

（１）地区社会福祉協議会への活動支援 

（２）日頃のつながりで育む災害時の備え 

（３）多機関協働等による包括的な支援体制の構築 

 

（１）地区社会福祉協議会への活動支援 

① 位置づけの背景 

地区社会福祉協議会は、民生委員児童委員協議会、自治会、老人クラブ等、地域で様々な

活動を行う方々で構成される住民主体の組織で、ボランティアにより活動が行われています。

「見守り活動の推進や支援」「ふれあいサロンや会食会等の交流・居場所づくり」「地域ボラ

ンティアの育成」「地域の方たちへの福祉啓発」などの活動を行っており、地域福祉に欠か

せない存在です。 

地域ごとに、高齢化の進行状況や利用できる地域資源が異なり、求められる福祉ニーズも

様々です。これらの福祉ニーズを把握し、地区社会福祉協議会の自主性のもとに行う地域福

祉活動の取組や展開を支援します。 
 

※地区社会福祉協議会は、旧宮崎市域において、19 地区で設置されています。佐土原町・田野町・高岡町・清

武町の各地域においては、宮崎市社会福祉協議会の支所が、「見守りネットワーク活動」等の地区社会福祉

協議会の役割の一部を担っています。  
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第３章 計画の基本的な考え方 

② 主な取組 

宮崎市社会福祉協議会と連携し、組織の育成や活動を支援するなど、各地域の実情や福祉

ニーズに合わせた地域福祉活動の推進を図ります。 

 内容 所管課 

01 
地区社会福祉協議会が、今後も安定した活動ができるよう、活動に要する費用の

一部を助成します。 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 

02 
福祉に関する制度や施策、地域資源の情報提供、地域福祉活動に関する相談対応

などを通じて、地区社会福祉協議会の活動を広く支援します。 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 

03 

ニーズに対応した地域福祉活動の実施や展開に向け、他の地域の組織・団体や関

係機関との連携を強化するため、情報交換会の開催を促進するなど、ネットワー

クの構築を支援します。 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 

③ 目標値 

  

 内容 2024年 2029年 

01 地域福祉活動の事業数 296 事業 315事業 

02 福祉協力員数 1,563 人 1,620 人 

03 見守り情報交換会実施回数 394 回 410回 
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（２）日頃のつながりで育む災害時の備え 

① 位置づけの背景 

私たちの地域には、災害時に特に支援や配慮が必要になる方々（要配慮者）が暮らしてい

ます。災害が発生した場合、普段の生活や福祉サービスの維持、継続は困難になるため、要

配慮者を含む地域全体で、避難とその後の生活を具体的に支える関係性、地域資源の活用が

必要になります。普段から顔見知りであったり、ちょっとした会話を交わしている間柄だか

らこそ、「いざ」というときの助け合いにつながります。防災をきっかけとした日頃のつな

がりは、日々の暮らしの安心にも有効な取組であり、その推進が重要です。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

② 主な取組 

災害への備えとしての「避難行動要支援者名簿」の共有や、避難行動要支援者一人ひとり

の個別の避難計画である「わたしのひなん計画（個別避難計画）」の作成を通し、「いつ」「だ

れが」「だれと」「どこに」避難するかを事前に決めておくことで、日頃から地域における関

係づくりを深め、災害時の防災力の向上と地域福祉の推進を図ります。 

また、要配慮者が安心して避難できるよう、住民同士や関係機関が協力し話し合える体制

の整備を進めます。 

※「避難行動要支援者名簿」は、地震や豪雨等の災害時に、自ら避難することが困難な人（避難行動要支援者）

の情報をまとめたもので、避難行動要支援者の安否確認や避難支援を迅速かつ円滑に行うことを目的に、市

が作成します。 

③ 目標値 

  

 内容 所管課 

01 
避難行動要支援者名簿及びわたしのひなん計画（個別避難計画）を作成し、地域

と共有することで、災害時に声かけ・支援しやすい体制を整えます。 
福祉総務課 

02 
自治会や民生委員・児童委員等と避難行動要支援者名簿を共有することで、地域

における見守り対象者の把握につなげます。 
福祉総務課 

03 
要配慮者が安心して避難できるよう、指定避難所の要配慮者スペースや福祉避難

所の整備を図ります。 

福祉総務課 

危機管理課 

 内容 2024年 2029年 

01 わたしのひなん計画（個別避難計画）作成数（累計） 2,400 件 4,500 件 

02 福祉避難所数 116 箇所 120箇所 



38 

（３）多機関協働等による包括的な支援体制の構築 

① 位置づけの背景 

近年、人口減少や高齢化、地域のつながりの希薄化などにより、支援が必要な人や、生き

づらさを抱えながらも支援につながっていない人が増えています。中には、自分から助けを

求めることができず、周囲にも気づかれないまま孤立してしまう人もいます。 

特に高齢者がいる世帯や、様々な困り事を抱える人の場合、課題が複雑なことが多く、一

つの支援機関だけでは対応が難しいケースが増えています。 

こうした状況から、2021 年４月の社会福祉法改正で、「地域の課題を解決するための支援

体制の整備」が国や自治体の努力義務とされました。この趣旨に基づき、関係機関がより円

滑に連携し、包括的な支援を行う体制の整備に、積極的に取り組む必要があります。 

② 主な取組 

介護、障がい、子ども・子育て、生活困窮等、これまで分野ごとにつくられてきた相談支

援の仕組みを土台に、分野を超えた相談支援のネットワークづくりを進めます。 

また、複合的な課題や制度の狭間にあるニーズに対応するため、高齢者のための地域包括

支援センターや障がい者のための基幹相談支援センター、子ども・子育てのためのこども家

庭センター、生活困窮者のための自立相談支援センター等の支援関係機関が協力し合う「多

機関協働事業」等により、分野横断的な支援体制の整備を図ります。 

 内容 所管課 

01 
介護、障がい、子ども・子育て、生活困窮等の各分野の支援関係機関により、地

域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する相談支援体制を強化します。 

福祉総務課 

(各支援機関担当課) 

02 
既存の連携体制では解決困難な案件について、多機関協働事業により調整し、支

援関係機関の役割分担を図ります。 
福祉総務課 

03 

既存の制度では支援が届いていない人に対し、支援関係機関等が積極的に働きか

ける（アウトリーチ等）ことにより、本人と「つながり続ける」伴走型支援を行

います。 

福祉総務課 

(各支援機関担当課) 

③ 目標値 

 内容 2024 年 2029 年 

01 
多機関協働事業における重層的支援会議及び支援会議 

実施回数 
０回 36回 

02 
重層的支援会議及び支援会議に参加した支援関係機関・ 

団体数 
０団体 50団体 

03 
福祉の困りごとの解決のための取組や仕組みが充実してい

ると思う市民の割合（第六次宮崎市総合計画） 
37.3% 40.2% 
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第３章 計画の基本的な考え方 

６ 第五次宮崎市地域福祉計画の体系図 

基本 

理念 

 基本 

目標 

 リーディング 
プロジェクト 

 
施策の展開 取組の方針 

        

み
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支
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た
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ま
ち 

 

つ
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人
・
地
域
づ
く
り 

 

地
区
社
会
福
祉
協
議
会
へ
の
活
動
支
援 

 

1-1 
地域福祉の意識醸成と 

地域活動の主体的参加促進 

1-1-1 地域福祉に関する意識向上と学びの推進 

  1-1-2 地域活動への住民参加の推進 

  

1-２ 人材育成、担い手づくり 

1-2-1 地域福祉の担い手となる人材の育成 

  1-2-2 担い手を支える体制の支援 

  

1-３ 交流の場や居場所づくり 

1-3-1 地域資源を活用した交流促進 

  1-3-2 集まり、交流を生む居場所づくり 

  

1-4 
地域福祉を推進する活動

への支援 

1-4-1 地域福祉活動に参加しやすい環境づくり 

  1-4-2 地域組織・団体の活動に対する支援 

  1-4-3 市民活動団体等の活動に対する支援 
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２-１ 
福祉サービスの利用推進 

（子ども・子育て、障がい者（児）、高齢者） 

2-1-1 子ども・子育て支援の推進 

  2-1-2 障がい者の自立と社会参加の促進 

  2-1-3 
介護予防・自立支援と介護保険制度の 

安定運営の推進 

  2-2 地域における見守り体制の充実 2-2-1 多様な見守りと支援体制の整備 

  2-3 災害時における要配慮者の支援 2-3-1 備え、支え合う支援体制づくりの推進 

  

2-4 
権利が守られるまちづくり 

の推進 

2-4-1 一人ひとりの人権尊重と権利擁護の推進 

  2-4-2 
虐待等のない社会づくりに向けた取組

の推進 

  

2-5 
誰もが暮らしやすい 

まちづくりの推進 

2-5-1 福祉サービスに関する情報発信の充実 

  2-5-2 自分らしい暮らしを支える支援の充実 

 

 

    
   

 

福
祉
の
困
り
事
を 

解
決
す
る
し
く
み
づ
く
り 

 

 

多
機
関
協
働
等
に
よ
る 

包
括
的
な
支
援
体
制 

の
構
築 

 

３-１ 
孤立させない相談支援体制 

づくり 

3-1-1 困難を抱える人への相談支援の充実 

 
3-1-2 

かけがえのない命を支える自殺対策の

強化 

３-２ 包括的な支援体制の構築 

3-2-1 重層的相談支援体制の整備 

  3-2-2 多職種連携による支援ネットワークの強化 

  ※図中の太枠は、「リーディングプロジェクト」と特に関連性が高い「施策の展開」「取組の方針」を示しています。 
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７ 計画の進行管理 

本計画の実効性を高めるため、リーディングプロジェクトに目標値を設定し、達成状況の

把握・評価を行います。その結果は、宮崎市社会福祉審議会に報告するとともに、意見を求

め、事業の進捗管理と必要に応じた計画の見直しに活用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮崎市 

Do Plan 

計画の実施 計画の策定 

 

Check２ 報告 

意見 
達成状況の 

把握・評価 

Check１ Action 

計画の見直し 
宮崎市 

社会福祉審議会 


